


と、2000 年では主に米国、ドイツ、日本が占めていた。
しかし、2017 年になると、各国の最大の輸出相手国は、
ASEAN や豪州では日本に代わって中国となった他、
アフリカ、南米では米国に代わって、中国を最大の輸
出相手国とする国が増加し、世界の約 16％（189 か国・
地域のうち 30 か国・地域）と第 1 位である米国の約
19％（同 35 か国・地域）に次ぐ第 2 位の規模で、第
3 位であるドイツの約 12％（同 22 か国・地域）を上回っ
ている（第Ⅱ-3-3-1-4 図）。

次に、2000 年から 2017 年にかけて、各国の総輸出
入に占める中国の輸出入の割合が具体的にどう変化を
したかを確認する。

まず、2000 年と 2017 年の各国の総輸出に占める中
国向け輸出割合の変化を見ていく。東アジア・大洋州
地域においては、各国の総輸出に占める中国向け輸出
の割合は、2000 年には 10％以下の国が多かったが、
2017 年にはモンゴル、韓国が 20％超となり、日本も
6.3％から 19.0％まで上昇し、同地域合計での対中輸出
割合は 2000 年の 13.2％から 2017 年には 31.7％へと他
地域に比べて大幅に上昇した。他に対中輸出割合が
10％以上となった地域は、ASEAN 地域（同 3.8％
→ 13.8％）、中南米（同 1.0％→ 10.2％）、ロシア・CIS（同

4.9％→ 12.1％）、アフリカ（同 2.3％→ 11.9％）、中東（同
6.7％→ 10.6％）となった。北米（同 1.8％→ 7.6％）、
欧州（1.0％→ 4.0％）の対中輸出割合は相対的に低い。
いずれの地域でも、2000 年から 2017 年にかけて中国
への輸出割合は全体として増加しているが、特に東ア
ジア・大洋州地域を始め、トルクメニスタン、ミャン
マー、ラオス、イラン等で大幅な伸びが目立つ（第Ⅱ- 
3-3-1-5 表）。

同じく 2000 年と 2017 年の各国の総輸入に占める中
国からの輸入割合の変化を見てみると、東アジア・大
洋州地域においては、中国からの輸入割合 30％以上
が 2 か国から 4 か国、20％以上が 1 か国から 5 か国、
10％以上が 2 か国から 4 か国と、中国からの輸入割合
を増やした国が大幅に増加し、同地域全体の対中輸入
割合は 19.8％から 29.1％と急拡大した。

ASEAN 地域においては、2000 年には全ての国で
対中輸入割合が 10％未満だったが、2017 年には 20％
以上が 5 か国となった他、全ての国が 10％以上とな
り、同地域の対中輸入割合は 5.0％から 19.5％に大幅
に高まった。他にも北米（7.0％→ 20.1％）、ロシア・
CIS（1.7％→ 20.0％）、南アジア（3.9％→ 17.8％）、中
南米（2.3％→ 17.7％）、アフリカ（3.0％→ 14.1％）、

第Ⅱ-3-3-1-3 図 世界各国の最大輸入相手国 2000 年から 2017 年の変化

資料：IMF DOTS から経済産業省作成。
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中東（3.8％→ 11.1％）、欧州（2.7％→ 7.3％）と全て
の地域で対中輸入割合がこの 17 年間で高まってきた
（第Ⅱ-3-3-1-6 表）。

各地域の対中輸出割合と対中輸入割合を比較する
と、対中輸入割合の増加が対中輸出割合の増加より大
きい傾向にある。

続いて、中国の貿易相手上位 10 か国・地域の顔ぶ
れの変化を見ていく。

まず、輸出相手上位 10 か国・地域をみると、2017
年は米国が最大で、EU28、香港、日本、韓国と続い
ている。この 5 か国・地域は、2000 年の上位 5 か国
と同一である（第Ⅱ-3-3-1-7 図）。他方で、中国の輸

出総額に占める米国向け輸出額の割合は、2006 年以
降は 20％超から低下傾向になったが、2015 年から上
昇に転じ、2017 年には 19.0％となった。EU28 向け輸
出の割合は、2011 年以降に減少傾向で 2017 年には
16.4％となった。主要上位 10 か国・地域向けの輸出
額 が 中 国 の 総 輸 出 額 に 占 め る 割 合 は、2000 年 の
80.7％から 2017 年には 64.5％まで下がっており、中
国の輸出先が多様化していることが伺える。また、
2017 年には、ベトナム、インドが中国の輸出相手国
の上位に位置するようになった（第Ⅱ-3-3-1-8 表）。

次に、中国の輸入相手先上位 10 か国・地域を見ると、
対 EU からの輸入額が最も大きく、韓国、日本と続い

第Ⅱ-3-3-1-5 表 総輸出に占める中国向け輸出の割合（2000 年から 2017 年の変化）

対中輸出割合 地域 2000 年 2017 年

50％以上

東アジア・大洋州 北朝鮮、モンゴル、香港、ソロモン諸島

ロシア・CIS トルクメニスタン

アフリカ 南スーダン、エリトリア、アンゴラ、コンゴ共和国

30％以上

東アジア・大洋州 モンゴル、香港 豪州

東南アジア ミャンマー

中東 オマーン

アフリカ コンゴ民主共和国、ガボン、モーリタニア、ギニア

20％以上

東アジア・大洋州 韓国、ニューカレドニア、N.Z

東南アジア ラオス

中東 オマーン、イエメン イラン、イラク

アフリカ 赤道ギニア、アンゴラ 赤道ギニア

中南米 チリ、ペルー、ブラジル

10％以上

東アジア・大洋州 韓国、マカオ、ソロモン諸島 日本、マカオ、PNG

東南アジア ベトナム ベトナム、シンガポール、マレーシア、インドネシア、
タイ、フィリピン

ロシア・CIS ウズベキスタン、タジキスタン、カザフスタン、ロ
シア

中東 サウジアラビア クウェート、サウジアラビア、カタール、レバノン

アフリカ ザンビア、チャド、中央アフリカ、カメルーン、ガーナ

中南米 ウルグアイ、ベネズエラ

10％未満

東アジア・大洋州 日本、北朝鮮、豪州、N.Z、PNG 等

東南アジア
インドネシア、タイ、シンガポール、ブルネイ、ミャ
ンマー、マレーシア、ラオス、カンボジア、フィリ
ピン

カンボジア、ブルネイ

南アジア インド、パキスタン、バングラデシュ、スリランカ インド、パキスタン、バングラデシュ、スリランカ

ロシア・CIS キルギスタン、カザフスタン、ロシア、ウズベキス
タン、タジキスタン等 キルギスタン、アルメニア等

中東 イラン、イラク、カタール、UAE、イスラエル等 シリア、イスラエル、UAE、トルコ等

アフリカ 南アフリカ、エジプト、ナイジェリア、アルジェリ
ア等

エジプト、エチオピア、タンザニア、南アフリカ、
ナイジェリア等

北米 米国、カナダ 米国、カナダ

中南米 ペルー、チリ、ブラジル、アルゼンチン、メキシコ等 アルゼンチン、ボリビア、コロンビア、メキシコ等

欧州

スイス、英国、ドイツ、フランス、アイルランド、
モンテネグロ、セルビア、ポーランド、ハンガリー、
ベラルーシ、チェコ、ボスニアヘルツェゴビナ、ルー
マニア、エストニア、スロヴァキア、ブルガリア等

スイス、英国、ドイツ、フランス、アイルランド、
モンテネグロ、セルビア、ポーランド、ハンガリー、
ベラルーシ、チェコ、ボスニアヘルツェゴビナ、ルー
マニア、エストニア、スロヴァキア、ブルガリア等

備考： 赤字は、『2016 年度中国対外直接投資統計公報』附表 11 に掲載されている 63 か国の「一帯一路関係国」に該当するもの（以下、第Ⅱ-3-3-1-6 表も
同じ）。

資料：IMF DOTS、『中国対外直接投資統計公報』から経済産業省作成。
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ている。上位 5 か国・地域の顔ぶれは 2000 年、2017
年共に EU、韓国、日本、台湾、米国で変化はないが（第
Ⅱ-3-3-1-9 図）、米国、EU が割合を上昇させた一方で、
日本は 2000 年の 18.4％から 2017 年は 9.0％と割合が
大幅に低下した（第Ⅱ-3-3-1-10 表）。主要上位 10 か
国・地域 134 からの輸入額が中国の総輸入額に占める

割合は、2000 年の 64.1％から 2017 年は 60.3％と若干
低下した。

次に、中国の貿易統計により、2000 年と 2017 年の
中国の貿易収支の黒字上位 10 か国・地域と赤字上位
10 か国・地域の変化を見ていく。

中国の貿易黒字相手国・地域の上位 3 位は香港、米

第Ⅱ-3-3-1-6 表 総輸入に占める中国からの輸入の割合（2000 年から 2017 年の変化）

対中輸入割合 地域 2000 年 2017 年
50％以上 東アジア・大洋州 北朝鮮

30％以上

東アジア・大洋州 香港、マカオ 香港、マカオ、モンゴル

東南アジア カンボジア、ミャンマー

ロシア・CIS キルギスタン

中南米 パラグアイ

20％以上

東アジア・大洋州 北朝鮮 日本、韓国、豪州、マーシャル諸島

東南アジア ベトナム、東ティモール、ラオス、インドネシア

南アジア パキスタン、バングラデシュ

ロシア・CIS ウズベキスタン、ロシア

中東 イラク、アフガニスタン

アフリカ トーゴ、リベリヤ、エチオピア、ケニヤ、ルワンダ

北米 米国

中南米 チリ、ペルー、キューバ、ボリビア、ウルグアイ

欧州 ロシア

10％以上

東アジア・大洋州 モンゴル、日本 N.Z、PNG、ソロモン諸島等

東南アジア タイ、マレーシア、フィリピン、シンガポール、ブ
ルネイ

南アジア スリランカ、インド、ネパール

ロシア・CIS カザフスタン、アルメニア、タジキスタン

中東 イラク、アフガニスタン
クウェート、サウジアラビア、ヨルダン、リビア、
イラン、イエメン、イラン、レバノン、カタール、
トルコ

アフリカ ルワンダ

マダガスカル、コンゴ民主共和国、タンザニア、ナ
イジェリア、ウガンダ、南アフリカ、ソマリア、ア
ルジェリア、カメルーン、ガーナ、リベリア、アン
ゴラ等

北米 カナダ

中南米 コロンビア、アルゼンチン、メキシコ、ブラジル、
ベネズエラ、ハイチ等

欧州 オランダ、ウクライナ、ノルウェー

10％未満

東アジア・大洋州 韓国

東南アジア ミャンマー、ベトナム等

南アジア インド、パキスタン等

ロシア・CIS カザフスタン、ウズベキスタン、トルクメニスタン等 アゼルバイジャン、ジョージア、トルクメニスタン

中東 シリア、バーレーン、UAE、オマーン シリア、バーレーン、イスラエル、UAE、オマーン等

アフリカ 南アフリカ、エジプト、チュニジア、モロッコ等 チュニジア、エジプト、モロッコ、モーリタニア、
中央アフリカ、ザンビア等

中南米 ブラジル、アルゼンチン等 パナマ、ジャマイカ、エルサルバドル等

欧州

スイス、英国、ドイツ、フランス、アイルランド、
モンテネグロ、セルビア、ポーランド、ハンガリー、
ベラルーシ、チェコ、ボスニアヘルツェゴビナ、ルー
マニア、エストニア、スロヴァキア、ブルガリア等

スイス、英国、ドイツ、フランス、アイルランド、
モンテネグロ、セルビア、ポーランド、ハンガリー、
ベラルーシ、チェコ、ボスニアヘルツェゴビナ、ルー
マニア、エストニア、スロヴァキア、ブルガリア等

資料：IMF DOTS、『中国対外直接投資統計公報』から作成。

134	重複を避けるため図表の上位 10 か国・地域の EU 加盟国英国、ドイツ、オランダの貿易額を差し引いて割合を算出。
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ると、衣類、履物等の軽工業品が 2000 年代初頭から
現在まで高い貿易特化係数を維持していることがわか
る。ただし、中国の輸出額全体に占めるシェアは次第
に低下した。代わって、電気機器、一般機械が、2000
年代初頭にマイナスであった貿易特化係数をプラスに
転じるとともに、輸出額全体に占めるシェアを拡大し
競争力を高めている。

なお、同時期に、日本は、電気機器、一般機械の輸
出特化係数及び輸出額全体に占めるシェアが次第に低
下し、代わって自動車が最大の輸出品目となっている
（第Ⅱ-3-3-1-20 図）。

次に、各国が中国の過剰生産能力化を問題視するい
くつかの品目（鉄鋼及びアルミニウム 137、太陽電池
セル 138、化学製品及びセラミック製品 139）について、
輸出の推移をみてみる。

各品目の世界輸出額合計に占める中国の輸出の割合
を、他の主要輸出国の割合と比較すると、2000 年当
時は、鉄鋼、アルミニウム、太陽電池セルの中国のシェ

第Ⅱ-3-3-1-15 表 中国の主要輸出品目の金額と主な輸出先（2017 年）

（単位：10 億ドル、%）

輸出額 構成比 主要輸出先（輸出額：10億ドル）
全品目 2,279 100.0 米国（431.8）、香港（281.0）、日本（137.1）
電気機器 600 26.3 香港（142.4）、米国（107.1）、韓国（35.6）

電話機（無線・有線） 220 9.7 香港（53.7）、米国（46.2）、韓国（14.8）
集積回路 67 2.9 香港（30.6）、韓国（9.1）、台湾（8.6）
テレビ、モニター 31 1.4 米国（10.4）、オランダ（2.8）、日本（1.8）

一般機械 383 16.8 米国（91.4）、香港（43.6）、日本（22.4）
自動データ処理機械 142 6.2 米国（44.5）、香港（25.1）、オランダ（11.8）
事務機器部品 33 1.4 香港（9.9）、米国（9.3）、メキシコ（1.6）
プリンター 18 0.8 米国（4.0）、オランダ（2.4）、香港（2.3）

家具 91 4.0 米国（29.7）、日本（4.7）、英国（4.4）
衣類（ニット以外） 74 3.2 米国（14.1）、日本（7.3）、英国（4.1）
衣類（ニット） 72 3.2 米国（16.0）、日本（8.0）、英国（4.0）
プラスチック 71 3.1 米国（15.8）、香港（4.4）、日本（4.3）
精密機器 71 3.1 香港（14.5）、米国（9.7）、日本（4.6）

液晶デバイス 29 1.3 香港（8.1）、メキシコ（3.2）、韓国（2.1）
医療用機器 6 0.3 米国（1.4）、日本（0.5）、ドイツ（0.4）
自動調整機器 4 0.2 米国（1.0）、香港（0.7）、日本（0.5）

自動車 67 3.0 米国（15.1）、日本（4.2）、イラン（3.0）
自動車部品 31 1.4 米国（10.1）、日本（3.0）、ドイツ（1.6）
乗用車 7 0.3 イラン（2.0）、米国（1.7）、メキシコ（0.6）
オートバイ 7 0.3 米国（0.5）、メキシコ（0.4）、フィリピン（0.4）

鉄鋼製品 58 2.5 米国（10.5）、日本（3.1）、韓国（2.6）
がん具 56 2.4 米国（19.0）、オランダ（3.6）、日本（3.4）

備考：HS2 桁分類で輸出額上位 10 品目を抽出。機械類には細目（HS4 桁分類）を付記。
資料：Global Trade Atlas から経済産業省作成。

第Ⅱ-3-3-1-16 図 中国の上位輸出品目の推移

備考： 2000-2017 年間の通関統計 HS4 桁ベースで、毎年の輸出品目上位 5
位内に入った項目を通算して重複を排除した 15 品目を抽出。

資料：Global Trade Atlas から経済産業省作成。
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液晶デバイス・その他光学機器
モニター・プロジェクター
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貴金属製装飾品 玩具（車輪付き玩具、人形、模型等）

136	貿易特化係数は各産業がどれだけ輸出に特化しているかを示す指標で、貿易特化係数＝貿易黒字額／貿易総額＝（輸出－輸入）／（輸出
＋輸入）で表される。

137	1962 年通商拡大法 232 条に基づく米国大統領布告（9704、9705）に記載された製品を集計。
138	米通商法 201 条に基づく緊急輸入制限。
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アは、他の主要輸出国と比較して小さなシェアだった
が、急速にシェアを拡大し、2010 年以降は中国が概
ね世界最大の輸出国となっている。特に鉄鋼やアルミ
ニウムにおいては、世界全体の輸出金額の伸びが緩や
かあるいは下降している中、世界全体の輸出額に占め
る中国のシェアが顕著に拡大している（第Ⅱ-3-3-1-
21 図）。

セラミック製品は、世界の総輸出額も伸びているも

のの、中国の輸出金額が占める割合が大幅に拡大して
おり、中国製品が同部門で市場を席捲していることが
伺える。また、化学製品のうち EU や米国の AD 措置
の対象となった炭酸バリウムについては、世界全体の
輸出額が落ち込んだ 2000～2005 年においても、中国
の輸出額が占める割合は上昇している。他にも中国の
過剰生産が指摘される高重度ポリエチレンテレフタ
レートも世界の総輸出額が微減する中、中国は輸出額

第Ⅱ-3-3-1-20 図 中国の主要品目の競争力（貿易特化係数）

備考： 輸出額上位 10 品目（HS 2 桁ベース）を個別に表示。「その他」とは
他の品目合計。

資料：Global Trade Atlas から経済産業省作成（以下、同じ）。

備考： 輸出額上位 10 品目（HS 2 桁ベース）を個別に表示。「その他」とは
他の品目合計。

資料：Global Trade Atlas から経済産業省作成（以下、同じ）。
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に占める割合を大幅に伸ばしている（第Ⅱ-3-3-1-22
図）。

（2）付加価値貿易から見た中国の貿易
かつて中国は、世界から工作機械、部品、原材料を

購入して安い人件費で製品を組み立てて輸出してお
り、中国の輸出には外国で創出された付加価値が高い
割合を占めると言われていたが、中国国内で創出され
た付加価値の輸出の推移について、OECD が国際産
業連関表を基に算出した付加価値貿易のデータ
（OECD TiVA）から見てみる。従来の貿易統計は生
産物（財）を対象としているのに対し、付加価値貿易
は製品やサービスができあがるまでに、どの国でいく
らの価値が加わったかを推計したものである 140。な
お、付加価値貿易には財、サービスの両方が含まれて
おり、本稿では産業別に分析した箇所を除き、財とサー

ビスを含む数値を用いている。
中国の付加価値貿易は他の主要国と比べても急速に

伸 び て お り、2000 年 に は 米 国 の 付 加 価 値 輸 出 の
19.4％の規模しかなかった中国の付加価値輸出が 2014
年には 87.9％となり、米国と並ぶ規模の付加価値輸出
国となった（第Ⅱ-3-3-1-23 図）。

また、世界の付加価値輸出に占める割合も米国に次
ぐ第 2 位の高さとなっており、主要先進国の割合が漸
減傾向にある中、中国が先進国と比べて急速に付加価
値輸出を増加させていることが分かる（第Ⅱ-3-3-1-
24 図）。

次に、付加価値ベースと通関ベースで中国の輸出全
体に占める産業別の割合を見てみると、中国の輸出を
牽引する産業は、繊維産業から電機・光学機器産業へ
と変化していることが分かる。また、中国の電気、光
学機器産業の付加価値ベースでの輸出の伸びは、通関

第Ⅱ-3-3-1-21 図 鉄鋼、アルミニウム、太陽電池セル輸出に占める主要国の割合

備考：中国、及び 2016 年に当該品目の対世界輸出が多い上位 5 か国（除く香港、シンガポール）。
資料：UN Comtrade から経済産業省作成。
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備考：中国、及び 2016 年に当該品目の対世界輸出が多い上位 5 か国
資料：UN Comtrade から経済産業省作成。

第Ⅱ-3-3-1-22 図 セラミック、化学製品輸出に占める主要国の割合
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第Ⅱ-3-3-1-23 図 主要国の付加価値輸出 141 の変化

注：2014 年は OECD の暫定値。
資料：OECD TiVA から経済産業省作成。
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注：OECD のデータが存在する 2011 年までを掲載。
資料：OECD TiVA から経済産業省作成。
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ベースの輸出の伸びを上回っている。中国国内での付
加価値割合も高まっており、部品の現地調達化・製品
の高付加価値化が進展していることが伺える（第 
Ⅱ-3-3-1-25 図）。

主要国の粗輸出に含まれる自国で創出された付加価
値の比率を見ると、米国、日本、韓国、ドイツとも減
少傾向なのに対して、中国は増加傾向にある。これは、
中国が外国の付加価値を利用しなくても、自国内で付
加価値を創出できるようになってきたことを意味す
る。具体的には、従来輸入に頼っていた部品を自前で
生産可能となる、あるいは外国に依存していたサービ
スを国内でも行うことが可能となった等の状況の変化
があったことを示唆している。逆に日本や米国等は、
グローバルサプライチェーンの進展により、これまで

より多くの外国創出付加価値を利用するようになって
いることが伺える（第Ⅱ-3-3-1-26 図）。

主要国の輸出に占める自国創出付加価値の割合を産
業別に見ると、中国の電機・光学機器産業の付加価値
比率が低いのが特徴的である。これは、貿易品目の分
析でも見られたように中国は半導体や液晶パネルを他
国から多く輸入しており、同産業でグローバルバ
リューチェーンを利用した生産が活発に行われている
ためだと考えられる。電機・光学機器は、現在では低
めの付加価値比率であるものの、上昇基調で推移して
おり、今後は「中国製造 2025」等で計画されている
産業政策の実施や民間企業による研究開発や外国企業
との協力が促進されることで、さらに上昇していく可
能性があると思われる（第Ⅱ-3-3-1-27 図）。

（3）	付加価値ベースと通関ベースの比較による中
国の貿易内容の変化と特徴

貿易を分析する視点として比較優位に注目すること
は、政策的にも学術的にも欠かせない。本項では、貿
易統計及び付加価値貿易統計（第Ⅱ-3-3-1-28 表）に
基 づ い て 142 算 出 し た 顕 示 比 較 優 位（Revealed 
Comparative Advantage：RCA）指数 143 から、中国
の比較優位構造の変化を分析する。

RCA 指数は、比較優位を定量的に分析するために
開発された指標であり、その研究者の名を冠して
Balassa 指数とも呼ばれている。本指数の定義式は、
ある輸出部門について自国における輸出割合と世界全

第Ⅱ-3-3-1-25 図 中国と日本の世界輸出に占める産業別輸出割合の変化

資料：2000、2011 年は OECD TiVA、2014 年は三菱総合研究所（2018）の WIOD からの推計。
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各国の輸出に含まれる自国創出付加価値の比率

注：2014 年は、OECD の暫定値。
資料：OECD TiVA から経済産業省作成。
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価値（Value Added: VA）ベースと記述する。

143	Balassa, B. （1965）．
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第Ⅱ-3-3-1-27 図 主要国の輸出に占める自国創出付加価値の割合

備考：2014 年は OECD の暫定値。
資料：OECD TiVA から経済産業省作成。
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第Ⅱ-3-3-1-28 表 RCA 指数算出諸元

期 間 2000 年、2011 年、2014 年（付加価値ベースのみ）及び 2015 年（通関ベースのみ）

国・地域

豪州、オーストリア、ベルギー、カナダ、チリ、チェコ、デンマーク、エストニア、フィンランド、フランス、ドイ
ツ、ギリシャ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イスラエル、イタリア、日本、韓国、ラトビア、ルクセ
ンブルグ、メキシコ、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、スロバキア、スロベニ
ア、スペイン、スウェーデン、スイス、トルコ、英国、米国、アルゼンチン、ブラジル、ブルガリア、カンボジア、
中国、コロンビア、コスタリカ、クロアチア、キプロス、香港、インド、インドネシア、リトアニア、マレーシア、
マルタ、モロッコ、ペルー、フィリピン、ルーマニア、ロシア、サウジアラビア、シンガポール、南アフリカ、台湾、
タイ、チュニジア、ベトナム
※  2014 年の付加価値ベースは、データの都合上、中国、日本、米国、ドイツ、韓国及びその他国・地域の 6 か国・

地域として RCA 指数を計算している。

貿易部門

「Agriculture, hunting, forestry and fishing」「Mining and quarrying」「Food products, beverages and tobacco」
「Textiles, textile products, leather and footwear」「Wood, paper, paper products, printing and publishing Chemicals 
and non-metallic mineral products」「Basic metals and fabricated metal products」「Machinery and equipment, 
nec」「Electrical and optical equipment」「Transport equipment」「Manufacturing nec; recycling」
※ HS6 桁水準分類を OECD TiVA 分類（上記貿易部門）に対応付けて比較している。

統計及びデータベース

（通関ベース）
UN, Comtrade Database （https://comtrade.un.org/）
（付加価値ベース）
OECD, Trade in Value Added （TiVA）: December 2016 （https://stats.oecd.org/index.aspx?queryid=75537）
EU, World Input-Output Database （WIOD） （http://www.wiod.org/home）

資料：経済産業省作成。
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には 317,930TEUと著しい増加である 149。（コラム第 7-4 図）
図のとおり、運行数及び輸送量ともに、西航（中国→欧州）が東航（欧州→中国）を大きく上回って

おり、片荷が課題となっていたが、2018 年に入り、片荷は少しずつ改善されつつある。
次に、輸送されている品目に着目する。
中国から輸送されている主要な貨物は、電機・精密機器、自動車、自動車部品、衣類、化学製品など

が多く、欧州から輸送されている主要貨物は、自動車部品、電気・精密機器の部品、化学繊維原材料、
富裕層向け自動車、化粧品、食品（ワイン、粉ミルク等）である。PC産業と自動車産業の集積地であ
る重慶は欧州との鉄道物流拠点としても、存在感を高めている。
さらに、日系企業においても中欧鉄道を利用した物流サービスを提供しようとする動きもでてきてい

る 150。
鉄道での輸送価格は、一般的に、空輸の約 2分の 1～5分の 1、海運の約 2～3倍であり、輸送日数は、

海運より早く、空輸より遅い 151。現在、コンテナ輸送においては、中欧間は海運輸送が主ではある。
しかし、鉄道輸送は、空輸の費用は払えないが、海運より早く運びたいという、企業の物流の選択肢の
一つとなる可能性がある 152。
しかし、中欧鉄道には課題もある。まず、鉄道輸送に対して、中国の地方政府が補助金を支出してい

るが、この補助金がいつまで続くのかとの懸念がある。次に、国境で鉄道のレール幅が違うことによる

コラム第 7-3 図 中欧鉄道運行数の推移

資料： 中鉄集装箱運輸（CRCT）より作成。海事プレス社「日刊
CARGO」（2018.1）を参考。
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コラム第 7-4 図 中欧鉄道輸送量の推移

資料： 中鉄集装箱運輸（CRCT）より作成。海事プレス社「日刊
CARGO」（2018.1）を参考。
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149	1TEU とは、20 フィートコンテナ 1 個分を指す。
150	日本発着の貨物については、日中間を海運輸送で運び、中国内陸から欧州までを鉄道で輸送する複合輸送サービスが想定されている。
151	中国武漢発ハンブルク向けを例にとる。フォワーダーや発着都市により輸送価格やかかる日数は異なる。
152	中欧間の鉄道輸送は、中国内陸部発着の貨物輸送において、海運と比べ優位性がある。
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で 71.2 倍（2010 年 1.6％→ 2016 年 9.4％）に増加し、
次いで情報通信・ソフトウェア・IT サービス業が
36.8 倍（同 3.0％→同 9.0％）となった。他にも金融業
20.0 倍（同 10.8％→同 17.3％）、学術研究・専門・技
術サービス 16.5 倍（同 5.6％→同 5.0％）、リース、ビ
ジネスサービス 12.1 倍（同 11/8％→同 11.5％）、製造
業 11.5 倍（同 27.0％→同 25.1％）となっており、中
国が米国の製造業や IT 産業の先進技術獲得を目指し
て精力的に投資を行ってきたことが伺える。なお、最
大の割合を占めている産業は、2010 年も 2016 年も製
造業である（第Ⅱ-3-3-2-7 図）。

対 EU の直接投資残高は、2010 年から 2016 年にか
けて 5.6 倍に増加した。特に大きく伸びたのは鉱業
（2.9％→ 22.0％）であった。最大の割合を占めてい
た産業は、2010 年のリース・ビジネスサービス（47.0％
→ 8.0％）から 2016 年には製造業（24.6％→ 23.0％）
へと変わった（第Ⅱ-3-3-2-8 図）。

対豪州の直接投資残高は、2010 年から 2016 年にか
けて 4.2 倍に増加した。特に大きく伸びたのは農林水
産業で 31.6 倍（0.3％→ 2.1％）、次いで不動産業が

16.0 倍（2010 年 3.3％→ 2016 年 12.34％）となった。
投資金額で最大の割合を占めていた鉱業は、同期間に
約 82％から約 57％へと全体に占める割合を下げた（第
Ⅱ-3-3-2-9 図）。

対ロシアの直接投資残高は、2010 年から 2016 年に
かけて 4.5 倍に増加した。特に大きく伸びたのは鉱業
の 22.5 倍（9.9％→ 47.6％）で、農林水産業（26.8％
→ 23.3％）に代わって、最大の割合を占める産業となっ
た（第Ⅱ-3-3-2-10 図）。

次に、中国の一帯一路関係国 156 への対外直接投資
の動向についてみていく。2016 年時点の直接投資残
高は、129,414 百万ドルと中国の対世界残高 1,280,975
百万ドルのうち 10.1％を占めている。これは、5％前
後の対 ASEAN、EU、米国向け直接投資残高より高
い割合である。

一帯一路関係国の中では、シンガポール向けが最大
の割合を占め 25.8％となっており、ロシア 10.0％、イ
ンドネシア 7.4％と続いている。地域として見ると
ASEAN が 55.3％を占め一帯一路関係国向け投資残高
の過半数を占めている。また、上位 20 か国で一帯一

第Ⅱ-3-3-2-7 図 中国の対米投資

0 2015105
（10 億ドル）

その他
建設業

文化、スポーツ、娯楽
学術研究、専門・技術サービス

鉱業
卸・小売業

情報通信、ソフトウェア、IT サービス
不動産業

リース・ビジネスサービス
金融業
製造業

2010 ストック
2016 ストック

第Ⅱ-3-3-2-8 図 中国の対 EU 投資
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第Ⅱ-3-3-2-9 図 中国の対豪投資
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第Ⅱ-3-3-2-10 図 中国の対露投資
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156	『2016 年度 中国対外直接投資統計公報』附表 11 に掲載されている 63 か国のうち貿易データが存在する 62 か国・地域。
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（3）欧米での積極的な企業買収
中国企業は、先端技術の獲得により自社の国際競争

力を高めることなどを目的として、近年活発なクロス
ボーダーM&A を実施している。そこで、本節では世
界と中国のクロスボーダーM&A の動向を見ていく。
M&A のデータは、全ての案件の金額、完了したか否
かの情報が揃っているものではないため、あくまでも

傾向を把握するためのデータとして用いる。
世界のクロスボーダーM&A 件数を買収側企業の国

籍別に見ると、中国企業による M&A は 2000 年には
44 件だったものが 2006 年以降から増加の幅が大きく
なりだし、2016 年には 598 件と約 14 倍になったが、
2017 年には中国政府による資本流出を抑制する動き
で 463 件に減少した。世界の M&A 件数に占める中
国企業による M&A の割合も 2017 年に 4.6％となり
世界で 7 番目に多い国となっている。

また、M&A 金額では、2000 年から 2017 年にかけ
て 54 倍に増加し、世界の M&A 金額に占める割合は
12.5％まで上昇し、2017 年時点で米国の 23.5％に次ぐ
第 2 位の金額となっている（第Ⅱ-3-3-2-15 図）。

次に、中国のクロスボーダーM&A 件数を地域別に
みていくと、EU 向け案件が 2000 年の 4 件から 2017
年には 137 件と最大の増加になった。2000 年代前半
は、年間 20 件を超えるのはアジア地域向けだけだっ
たが、2007 年以降に米国向けが、2009 年以降には
EU 向けの M&A 件数が毎年 20 件を超えるように
なった。また、EU 向け M&A 件数が占める割合は

第Ⅱ-3-3-2-13 図
対外 M&A 件数に占める実施主体別の割合

資料：“Hurun Report 2017” を基に三菱総合研究所作成。
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第Ⅱ-3-3-2-14 表 中国における海外直投ストック上位 10 社（2015）

2015
順位 企業名（日） 業種 企業形態 備考 海外企業の買収・出資

（各種公開情報による）

1 中国移動有限公司 携帯電話事業 国有企業

契約者数で世界最大の移動体通信業者。2000 年
に中国電信から移動体通信事業社として分割、
1997 年に香港証取、NY 証取に上場。フォーチュ
ン 500（2017/12）で売上高 47 位（1071 億ドル）。

パキスタン Paktel（移動体通信）
＊ 他、タイ、マレーシア企業買収

の報道があったが実施されてい
ない模様。

2 中国石油天然気集団公司 石油・ガス 国有企業 中国三大国有石油企業の 1 つ。フォーチュン
500（2017/12）で売上高 3 位（2675 億ドル）。

加ペトロカザフスタン社（カザフ
での原油・ガス生産）

3 中国海洋石油総公司 石油・天然ガス 国有企業
中国三大国有石油企業の 1 つ。CNPC、Sinopec
に次ぐ中国国内同業で第三位の企業。フォーチュ
ン 500（2017/12）で売上高 115 位（658 億ドル）。

西レプソルから尼沖の 5 鉱区買収
＊ 米ユノカル買収を巡り米シェブ

ロン・テキサコと争い敗退。

4 中国石油化工集団 石油・ガス 国有企業 中国三大国有石油企業の 1 つ。フォーチュン
500（2017/12）で売上高 4 位（2625 億ドル）。

スイス アダックス（石油）、西レ
プソル YPF ブラジル部門（資源）、
加デイライト・エナジー（石油）

5 華潤（集団）有限公司
電力、不動産、消費財、医
薬品、金融、セメント、ガ
ス等

国有企業
中国有数の複合企業（電力、不動産、消費財、
医薬品、医療、金融、セメント、ガス）。フォーチュ
ン 500（2017/12）で売上高 86 位（757 億ドル）。

6 中国遠洋海運集団有限公司 海運、物流、リース、造船 国有企業 中国海運業界第 1 位。フォーチュン 500（2017/12）
で売上高 366 位（297 億ドル）。

香港 OOCL（海運）、ギリシャ ピレ
ウス港湾公社（港湾）

7 招商局集団有限公司
海運、造船、港湾・高速道
路・物流施設等の管理運営、
不動産開発、金融

国有企業 中国第 2 位の規模の船隊を運航する複合企業。

8 中国建築股份有限公司
建築物・インフラ施設の設
計施工、インフラ投資、不
動産開発投資等

国有企業
2017 年の自国を除いた海外からの売上高合計で
建設エンジニアリング世界第 11 位。フォーチュ
ン 500（2017/12）で売上高 24 位（1445 億ドル）。

米 Plaza Construction（建設）

9 中国化工集団公司 石油化学 国有企業 石油化学大手。フォーチュン 500（2017/12）で
売上高 211 位（451 億ドル）。

伊ピレリ（タイヤ）、独クラウス
＝マッファイ（重電）、スイス シ
ンジェンタ（農薬・種）、イスラ
エル アダマ（ジェネリック農薬）
等

10 中国五鉱集団公司
鉄鉱山開発、鉄（黒色金属）
製品輸出入、非鉄金属、金
融等

国有企業 フォーチュン 500（2017/12）で売上高 120 位
（645 億ドル）。 ペルー ラスバンバス銅鉱山

資料：中国商務部等「中国対外直接投資統計公報」（2015 年度、2016 年度）、web 等の公開情報より経済産業省作成。
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2011 年に急速に高まり、2017 年には全体の約 30％を
占めるまでに至った。EU と北米を合わせた欧米向け
の 割 合 は 2011 年 か ら 30 ％ を 超 え、2017 年 に は 約
50％を占めるまでに高まっている（第Ⅱ-3-3-2-16 図）。

また、大洋州向けが 2006 年から 2013 年にかけて
15％前後から 20％近くの割合を占め、中南米向けも
2008 年から 2010 年まで 7％から 15％と同期間内では
相対的に高い割合を占めていた。これは、豪州やブラ
ジルをはじめとする中南米での採鉱案件の増加の影響
による。

M&A 件数の割合を業種 157 ごとに見ると、2004 年
以降に素材の M&A 案件が急増した。2000 年から
2017 年の素材関係 M&A の合計 657 件の内訳は採鉱・
金属が 492 件で約 75％と大半を占めており、そのう
ち豪州 47.2％、カナダ 14.2％と 2 か国で約 57％を占
めている。他にも 2008 年から 2015 年頃にかけてブラ
ジルを始めとする中南米やアフリカ向けに中国が鉱物
資源獲得の動きを活発化していったことが分かる。
2013 年以降には、工業とハイテクの M&A 件数が急
激に増加しており、中でも半導体、電気機器、ソフト
ウェアの件数が増加している。

2000 年から 2017 年の合計件数における業種ごとの
割合では素材が 16.2％と最も高く、工業 15.6％、金融
13.1％、ハイテク 13.0％と続いている（第Ⅱ-3-3-2-17
図）。

件数の多い 3 業種について、中国が先進国と新興・
途上国のいずれに対して M&A を主に行っているか
を見てみると、エネルギー、電力は先進国と新興・途
上国が拮抗していたものが、2011 年以降は、カナダ、
米国、豪州等先進国の石油・ガス企業に対するものが
多くなった。工業・ハイテクは、米国と EU を主とし
た先進国向けが多く、素材は主に豪州とカナダを主と
した先進国向けの金属・採鉱案件が多い（第Ⅱ-3-3-
2-18 図）。

次に金額ベースでの中国 M&A の動向を見てみる。
金額は欠損しているデータも多いため、必ずしも正確
な実態を表しているとは言えないが、中国が関心を強

第Ⅱ-3-3-2-16 図
中国によるクロスボーダーM&A 件数の地域別推移

備考： 件数は、M&A が公表された年を基にしてカウント。M&A 完了ベー
スの数値を使用。完了したか否かはロイター社が報道等の公表情報
を基に確認しており、全ての完了案件を網羅しているものではない。

資料： Thomson One から経済産業省作成（2018 年 3 月時点）。

0

200
180
160
140
120
100
80
60
40
20

0

700

600

500
137

117117

26 6

4

9090

400

300

200

100

（件） （件）

20
17

20
16

20
15

20
14

20
13

20
12

20
11

20
10

20
09

20
08

20
07

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

20
00

件数（右軸）
欧州（除く EU） 中南米 アジア（除く ASEAN）

北米 EU

ASEAN 中東 アフリカ 大洋州

第Ⅱ-3-3-2-15 図 世界における主要国の M&A 件数、金額

備考：2017 年に M&A 件数、金額が多い上位 10 か国、地域を抽出。
資料：Thomson One から経済産業省作成（2018 年 3 月時点）。
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157	主な業種の内容は、ハイテク（半導体、電気機器、ソフトウェア、PC・周辺機器、E コマース等）、工業（機械、自動車・部品、交通・
運輸・インフラ、航空宇宙・軍需産業等）、素材（金属、採鉱、化学、建設資材等）となっている。
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く持っている地域や業種の傾向は把握できるとものと
考える。中国による海外クロスボーダーM&A 金額は、
2000 年から 2017 年の間において香港、米国、EU の
割合が高く、件数ベースに比して米国の割合が高く
なっている。2014 年以降の金額急増は、米国、EU、
香港向けの M&A 増加が要因である。近年では米国
向けの金額の割合が最も高い傾向にある（第Ⅱ-3-3-
2-19 図）。

また、M&A 金額の割合を業種ごとに見ると、2000
年から 2017 年の間ではエネルギー・電力が 25.2％と
最も高く、素材 17.4％、金融 10.8％、工業 9.6％と続
いており、中国がこれまで資源の獲得を目的に大型
M&A 案件を多く実行してきたことが示唆される。エ
ネルギー・電力以外では、素材の割合が比較的高く、
同国の M&A 金額が最も高かった 2016 年は、素材
30.1％、ハイテク 20.1％、工業 11.4％が上位を占めて
いた（第Ⅱ-3-3-2-20 図）。

次に、特に近年、中国企業による M&A が増加し
ている対米国、対 EU 企業買収案件の推移についてみ

ていく。
まず、米国企業買収案件については、2013 年以降、

年間件数が大きく上昇しているが、2017 年は減少し
ている。産業別にみると、全期間を通じてハイテクが
最大の割合を占めており、中国政府が「中国製造
2025」を公表した 2015 年から 2017 年までの 3 年間の
件数の内訳を見ると、ハイテク産業のM&A66 件の
うち、半導体が 19 件（28.8％）で最も多く、ソフトウェ
ア 12 件（同 18.2％）、コンピュータ・周辺機器 10 件（同
15.2 ％）、 び イ ン タ ー ネ ッ ト サ ー ビ ス 10 件（同
15.2％）と続いている。その他、ヘルスケア、卸売・サー
ビス、工業の件数も比較的高い割合を占めている（第
Ⅱ-3-3-2-21 図）。

次に、EU 企業買収案件についてみていくと、2016
年まで件数が年々上昇傾向にあったが、2017 年につ
いては減少している。産業別にみると、工業向けが全
期間を通じて最大の割合を占めており、2015 年から
2017 年までの 3 年間の件数の内訳を見ると、機械 52
件（32.9％）、自動車・自動車部品 41 件（25.9％）、建

第Ⅱ-3-3-2-17 図 中国によるクロスボーダーM&A 産業別の件数推移
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資料：Thomson One から経済産業省作成（2018 年 3 月時点）。
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設・エンジニアリング 28 件（17.7％）となっている。
その他、同期間ではハイテクも比較的高い割合を占め
ており、中でも半導体とソフトウェアで過半数を占め
ている（第Ⅱ-3-3-2-22 図）。

中国政府は、重点的に振興したい技術や産業におけ
る自国のイノベーション力を高める手段の一つとし
て、国の政策で M&A を積極的に推進している 158。

例 え ば、「中 国 製 造 2025」（2015 年 5 月） で は、
M&A やベンチャー投資等の海外進出支援を行うとし
ている。また、「国家科学技術イノベーション第 13 次
五ヶ年計画」（2016 年 8 月）においては、中国企業の
国際化水準の向上のため、国際技術提携、企業による
海外での研究センター設置、国際標準の制定への参画、
クロスボーダーM&A 等を奨励するとされている（第
Ⅱ-3-3-2-23 表）。

第Ⅱ-3-3-2-18 図 中国によるクロスボーダーM&A の先進国、新興・途上国向けの推移

備考：１． 被買収企業を先進国、新興・途上国及びその他に分類。「先進国」は IMF の分類から香港、マカオを除いたもの。「その他」は、香港、マカオ、
英領ヴァージン諸島、ケイマン、バミューダとしている。

２． 「工業・ハイテク分野」には、ソフトウェア、半導体、電気機器、機械、自動車・部品等が含まれる。
資料：Thomson One から経済産業省作成（2018 年 3 月時点）。
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第Ⅱ-3-3-2-19 図
中国によるクロスボーダーM&A 金額の地域別推移

備考： M&A 完了ベースの数値を使用。完了したか否かはロイター社が報道
等の公表情報を基に確認しており、全ての完了案件を網羅している
ものではない。また、金額が公表されていないものは 0 円で計上。

資料： Thomson One から経済産業省作成（2018 年 3 月時点）。
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158	みずほ総合研究所（2016）。
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第Ⅱ-3-3-2-20 図 中国によるクロスボーダーM&A 金額の産業別推移

備考： M&A 完了ベースの数値を使用。完了したか否かはロイター社が報道等の公表情報を基に確認しており、全ての完了案件を網羅しているものではない。
また、金額が公表されていないものは 0 円で計上。

資料：Thomson One から経済産業省作成（2018 年 3 月時点）。
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第Ⅱ-3-3-2-21 図
中国企業を最終親会社とする対米 M&A 件数

資料：Thomson One から経済産業省作成。
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中国企業を最終親会社とする対 EU M&A 件数

資料：Thomson One から経済産業省作成。
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これまで中国の貿易及び対外直接投資の動向を見て
きた。中国は貿易面でもそして対外直接投資面でも世
界に占める割合を拡大させ、グローバル経済に大きな
影響を及ぼす存在に変化を遂げている。ここではこう
した存在感を増した中国との関係において主要国がど
のような反応を示してきているか、その動向を簡単に
まとめたい。既に、米国及び欧州の反応については第
Ⅰ部第 2 章「主要国・地域の経済動向及び対外経済政
策の動き」の中でもふれており、詳細については各地
域についての説明を参照されたい。

まず、中国に対する世界各国からの貿易救済措置の
発動状況についてみていく。WTO 発足以降、1995 年
～2016 年の AD 措置の被発動件数は中国が 1 位（866
件）であり、2 位韓国（239 件）、3 位台湾（191 件）、
4 位米国（177 件）、5 位日本（146 件）以下を圧倒的
に上回っている（第Ⅱ-3-3-3-1 図）。直近の動きを見
ると、2015 年は 61 件、2016 年は 44 件となっており、
1995 年の 27 件と比べると、件数が大幅に増加してお
り、世界各国から中国に対する AD 措置の発動が増
えていることがわかる（第Ⅱ-3-3-3-2 図）。また、中
国の AD 措置被発動件数を発動国・地域別で見ると、

先進国と新興・途上国の区分でみると、新興・途上国
の方が中国向け AD 措置の発動件数が多く、先進国
の中では 1 位米国、2 位 EU となっている 159,160（第
Ⅱ-3-3-3-3 図）。

次に、米国の対中貿易や直接投資に関する措置の検
討・実施状況をみていく。米国は、中国からの輸入が
米国の国内産業に損害を与えているとの認識から、中

3．主要国の反応

第Ⅱ-3-3-2-23 表 中国政府の政策における重点産業・技術分野

製造 2025 重点分野
（2015 年 5 月）

科学技術イノベーション第 13 次五カ年計画
（2016 年 8 月）

「製造 2025」10 大重点産業分野 国家科学技術重大プロジェクト
■次世代情報通信技術 ■革新的電子部品、ハイエンドチップ等

■先進デジタル制御機械・ロボット ■大型集積回路製造設備・製造技術

■航空・宇宙設備 ■次世代ブロードバンド無線移動通信網

■海洋建設機械・ハイテク船舶 ■高精度工作機械・製造技術

■先進軌道交通設備（高速鉄道等） ■大型ガス田、炭層ガス開発

■省エネ・新エネ自動車 ■大型先進加圧水型原子力発電・高温ガス冷却炉

■電力設備 ■水質汚染対策、治水

■農業用機械設備 ■遺伝子組換新品種の育成

■新素材 ■重大疾患向け新薬製造

■バイオ医薬・高性能医療器械 ■エイズ・ウィルス性肝炎等重大感染症の予防・治療
資料：三菱総合研究所（2018）。 ■大型航空機

■高精度地球観測システム

■有人宇宙飛行・月探査計画
資料： 中国国務院（2016 年）「科学技術イノベーション第 13 次五

カ年計画」より作成

第Ⅱ-3-3-3-1 図 各国の AD 措置被発動件数

資料： WTO から経済産業省作成。
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159	世界全体ではインドが最大（152 件）、米国（111 件）、EU（91 件）と続いている。
160	なお、我が国は、平成 29 年 12 月に中国産高重合度ポリエチレンテレフタレートに対して、平成 30 年３月に中国産炭素鋼製突合せ溶接式

継手に対して AD 措置を発動した。
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第３章 急速に変化する中国経済




